
・対象事業者が実施するGX事業又は金融事業の計画を知事が認定する
・対象事業者の道税（法人道民税（均等割除く）・法人事業税・道固定資産税）を最大10年免除
・対象事業者の道税（不動産取得税）を最大全額免除

北海道脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための
道税の課税の特例に関する条例の概要

制定の趣旨

制定の内容

北海道経済の活性化に資するよう、道税の課税の特例及びその特例の適用に必要な事業計画の認定等に関する事項を定めるこ
とにより、地域における自然環境及び生活環境との調和の下に、脱炭素成長型経済構造への円滑な移行（以下「GX」という。）に資
する産業及び金融機能の集積並びに当該産業の供給網の構築を図る。

○ 令和５年12月 政府が「金融・資産運用特区」の創設に向け、関心を有する自治体の募集を公表。
○ 令和６年１月 北海道・札幌市が共同で「北海道・札幌GX金融・資産運用特区」を国に提案。
○ 令和６年６月 政府が北海道と札幌市を「金融・資産運用特区」に決定。併せて、「国家戦略特別区域」に指定。

⇒ 北海道におけるGX産業及び札幌市における金融機能の強化・集積等を図るため、道税の課税の特例制度を設ける。

制定動機

施行期日等
令和７年４月１日

計画の認定（第３条）

○ＧＸ事業及び金融事業を営み、又は営もうとする者の特定事業
計画を道が認定

事業報告等（第６条）
○上記事業者は毎事業年度終了後に事業の実績を報告
○道は事業が計画に基づき実施され、課税免除等要件に適合する
ことを確認し、課税免除等の適否、対象税目及び課税免除等の
算定に必要な割合を決定

開始等の届出(第５条）

○計画を認定された事業者に対し事務所の設置、家屋や土地の取
得、これらを事業の用に供したときの届出を義務付け

道税の課税免除等（第10条～第17条）

○対象となる道税について課税免除等を実施する
・法人道民税・法人事業税
・不動産取得税・道固定資産税

○本条例による課税免除等の適用については、他の条例の規定に
よる課税免除等を優先して適用することとする

他の条例との調整（第19条）

○事業計画の変更の認定、認定の取消し
○事業者に対する報告徴収、立入検査

その他の規定

（GX事業:1～5年目全額、
6～10年目:1/2）

（金融事業:1～10年目全額※
※道固定資産税を除く


